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都市基盤部地域まちづくり担当  

 

弥生町地域のまちづくりについて 

 

 

１．上位計画及び課題 

  弥生町地域（弥生町一～四丁目）は、木造住宅密集地域を抱え、狭あい道路、行き止り

道路が多く、災害時の危険性が高いことから、「重点密集市街地」及び「重点整備地域」

に指定されており、防災性の向上が緊急を要する課題となっている。 

 

２．弥生町地域のまちづくりの基本的考え方 

地域の課題を踏まえ、東京都が新たに創設する木密地域不燃化10年プロジェクトの不燃

化特区の活用を図り、都の特別の支援を受けながら、以下のとおりまちづくりを進めるこ

ととする。 

 

（１）整備の方向性 

○災害に強いまち：狭あい道路、行き止り道路の改善を通じた避難経路網の形成 

○快適な住環境：多様な世代が暮らせる高質な住宅の供給、社会福祉機能等生活サービス

機能の充実、身近なみどり・オープンスペースの充実 

○都営川島町アパート跡地を活用した連鎖的まちづくり 

 

（２）まちづくりの展開 

○都の防災都市づくり推進計画の重点整備地域の弥生町地域（弥生町一丁目～四丁目）の

防災まちづくりを進めるにあたり、国の重点密集市街地に位置づけられ、かつ不燃領域

率が最も低い弥生町三丁目を中心とする区域のまちづくりに優先的に取り組む。 

○弥生町三丁目周辺のまちづくりにあたり、都営川島町アパート跡地を種地として活用し

ながら、これを核として避難経路等の都市基盤の整備、新たな土地利用の実現、周辺の

防災性改善を進める。 

○整備手法としては、住宅市街地総合整備事業（密集型）、特定防災街区整備地区等を想

定するとともに、木密地域不燃化10年プロジェクトの不燃化特区の先行実施地区の指定

を目指す。 

  また、都営川島町アパート跡地周辺の整備は、独立行政法人都市再生機構の施行によ

る防災街区整備事業を想定する。 

 

３．独立行政法人都市再生機構との協定の締結 

弥生町地域のまちづくりを進めるにあたって、密集法に防災まちづくりの事業主体とな

り得る旨が規定されている独立行政法人都市再生機構（ＵＲ都市機構）の協力を得て取り

組むこととし、その事業推進等に関して、区とＵＲ都市機構で相互協力に関する協定を締

結する。 

・協定項目：目的、対象地域、相互協力の考え方、区の役割、ＵＲ都市機構の役割、有効

期間 等 

 



 

４．今後の予定 

平成24年3月下旬 ＵＲ都市機構との協定締結 

平成24年度   整備計画作成に向けての現況調査等実施（平成24年度予算案） 

平成24年度   弥生町三丁目周辺住民への呼びかけ、跡地周辺住民への呼びかけ  

平成24年8月   木密地域不燃化10年プロジェクト先行実施地区選定（都） 

平成24年8月～  都と区の共同調査（整備プログラム作成、都の特別の支援策検討） 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

                                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  弥生町地域のまちづくりについて  

【国の指定する重点密集市街地】 【都の指定する整備地域・重点整備地域】 

参考資料１ 

地区名 面積 町丁名 

中野１ 106ha 
上高田2～3、新井2、

大和町1・3、野方1 

中野２ 46ha 南台2・4、弥生町3 

 

●中野区における重点密集市街地 

整備地域 重点整備地域 

地域名称 面積 地域名称 面積 

南台・本町(渋)・西新宿地域 

(渋谷区・新宿区にまたがる) 
約326ha 中野南台地区 約96ha 

大和町・野方地域 約270ha － － 

 

●中野区における整備地域・重点整備地域 

 

 

重点密集市街地：地震時において大

規模な火災の可能性があり重点的

に改善すべき密集市街地 

重点整備地域：整備地域の中で、基盤整備型事 

業等を重点化して展開し早期に防災性の向上を 

図ることにより、波及効果が期待できる地域 

整備地域：地域危険度が高く、かつ、特に老朽 

化した木造建築物が集積するなど、震災時の大 

きな被害が想定される地域 



参考資料２

【出典：東京都「木密地域不燃化10年プロジェクト」実施方針（平成24年1月）】


